
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和４年２月８日（火）   ８：２６～８：３５ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

金 子 恭 之 国務大臣（総務大臣） 

古 川 禎 久 国務大臣（法務大臣） 

林 芳 正 国務大臣（外務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

末 松 信 介 国務大臣（文部科学大臣） 

後 藤 茂 之 国務大臣（厚生労働大臣） 

金 子 原二郎 国務大臣（農林水産大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

山 口 壯 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

岸 信 夫 国務大臣（防衛大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

牧 島 かれん 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

西 銘 恒三郎 国務大臣（復興大臣、内閣府特命担当大臣） 

二之湯 智 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

野 田 聖 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

山 際 大志郎 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

小 林 鷹 之 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

堀 内 詔 子 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣） 

若 宮 健 嗣 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：木 原 誠 二 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

欠 席 者：磯 﨑 仁 彦 内閣官房副長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ３件 

○国会提出案件    ２件 

○法律案       ６件 

○政令        １件 

○人事        ２件 

○報告        １件 

○配布        ２件 

いずれも、案件表のとおり、決定等となった。 
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議事内容： 

○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

まず、閣議案件について、木原副長官から御説明申し上げます。 

○木原内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「在日米軍駐留経

費負担特別協定」の締結につき、国会の承認を求めることについて、御決定をお願

いいたします。本協定は、令和４年度からの５年間、我が国が、在日米軍の駐留に

係る労務費、光熱水料等の一定の経費を負担することについて、定めるものであり

ます。 

次に、「アルジェリア国」及び「マラウイ国」駐日特命全権大使の接受について、

御決定をお願いいたします。本件は、９日、信任状捧呈の予定であります。 

次に、質問主意書に対する答弁書２件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 

次に、法律案６件について、御決定をお願いいたします。まず、「沖縄振興特別措

置法等の一部改正法案」は、同法等の有効期限を令和１４年３月３１日まで延長す

るとともに、観光地形成促進措置実施計画に係る沖縄県知事の認定制度の新設等を

行うものであります。 

次に、「情報通信技術を利用する方法による国の歳入等の納付に関する法律案」

は、関係者の利便性の向上を図るため、国の歳入等の納付について、クレジットカ

ード決済等による納付を可能とするために必要な事項等を定めるものであります。 

次に、「福島復興再生特別措置法の一部改正法案」は、福島の復興及び再生を一層

推進するため、新産業創出等に寄与する研究開発基本計画を内閣総理大臣が定める

とともに、同計画に係る研究開発等において中核的な役割を担う福島国際研究教育

機構を新たに設立するものであります。 

次に、「２０２５年日本国際博覧会政府代表の設置に関する臨時措置法案」は、国

際博覧会条約に基づく政府代表の設置及びその任務、給与等について定めるもので

あります。 

次に、「地球温暖化対策推進法の一部改正法案」は、脱炭素化に資する事業に資金

供給等の支援を行うことを目的とする株式会社脱炭素化支援機構を設立しその業

務の範囲等について、定めるものであります。 

次に、「防衛省設置法等の一部改正法案」は、自衛隊の任務の円滑な遂行を図るた

め、自衛官定数の変更、外国での緊急事態における在外邦人等の輸送要件の見直し

等について定めるものであります。 

次に、政令について、御決定をお願いいたします。「民法の一部改正法の施行に伴

う恩給給与規則の規定の整備及び経過措置に関する政令」は、成年年齢が２０歳か

ら１８歳に引き下げられることに伴い、同規則について、所要の改正を行うもので

あります。 

次に、人事案件について、申し上げます。まず、中央選挙管理会委員宮里猛外４

名は、３月３１日に任期満了となりますので、後任者の任命につき、国会の議決に

よる指名を求めることについて、御決定をお願いいたします。 
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次に、嶋田茂夫外２５８名の叙位又は叙勲等について、御決定をお願いいたしま

す。 

次に、「令和３年度第３・四半期に締結された無償資金協力に係る取極」について、

御報告があります。本件は、昨年１０月から１２月までの３か月間に締結された、

２９か国、５機関の計５９件、総額約３８８億円の取極について、取りまとめたも

のであります。 

次に、配布資料といたしまして、「家計調査報告」があります。本件につきまして

は、後程、総務大臣から御発言があります。 

次に、件名外案件について、申し上げます。「無償資金協力に係る取極の締結」に

ついて、御決定をお願いいたします。本件は、我が国と相手国政府との間で実質的

な合意をみた無償資金協力を取りまとめたもので、２８か国、６機関に対する計４

４件、総額約３８６億円の贈与等を行うものであります。個々の案件につきまして

は、相手国政府との書簡交換までそれぞれ不公表といたしたいので、御了承をお願

いいたします。なお、締結状況は適宜取りまとめ、別途、閣議に御報告することと

いたします。 

○松野国務大臣：次に、総務大臣から御発言がございます。 

○金子（恭）国務大臣：本日、家計調査結果を公表いたしました。その主なポイント

は、次のとおりです。２人以上の世帯の１２月の消費支出は、１年前に比べ実質０．

２パーセントの減少となりました。巣ごもり需要の縮小などにより、テレビなどの

「教養娯楽用耐久財」などが減少となった一方、外出の増加などにより、宿泊料な

どの「教養娯楽サービス」、「外食」などが増加となり、消費支出全体としては、お

おむね横ばいとなりました。また、令和３年平均の消費支出は、１年前に比べ実質

０．７パーセントの増加となりました。新型コロナウイルス感染症の影響は継続し

ており、引き続き今後の動向を注視してまいります。 

○松野国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 

内閣総理大臣から御発言がございます。 

○岸田内閣総理大臣：ウクライナ情勢などの国際情勢の緊迫化を受けて、原油価格の

上昇に伴い、ガソリン価格等も上昇しています。こうした現状を踏まえ、政府とし

ては、国民生活や経済活動への影響を最小化すべく、先手先手で機動的に対応して

いくため、官房長官の下で、関係大臣が連携して、政府で行っている原油価格高騰

への対応の効果についての検証、国内･海外を見据えたさらなる対応策の検討を行

うようお願いします。 

○松野国務大臣：ほかに御発言はございますか。 

無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和４年 

２月８日 

◎ 一 般 案件

○ 日 本国 と アメ リ カ 合衆 国と の 間 の相 互協 力 及 び安

全 保 障 条 約 第６ 条 に 基づ く施 設 及 び区 域並 び に 日

本 国 に お け る合 衆 国 軍隊 の地 位 に 関す る協 定 第 ２

４ 条 に つ い ての 新 た な特 別の 措 置 に関 する 日 本 国

と ア メ リ カ 合衆 国 と の間 の協 定 の 締結 につ い て 国

会 の 承 認 を 求め る の 件（ 決定 ）    （外 務 省 ）

   ☆ アルジ ェ リ ア国 特命 全 権 大使 ラル ビ ・ カテ ィ外 １

名 の 接受 に つい て （ 決定 ）       （ 同 上 ）

◎ 国会 提 出 案件

1. 衆 議 院 議員 松 原 仁（ 立民 ） 提 出北 朝鮮 に よ る

日 本人 拉致 問 題 の実 際の 規 模 に関 する 質 問 に

対 す る 答 弁書に つ い て（ 決定 ） （ 内閣 官房 ）

○ 1. 衆 議院 議 員 山本 太郎 （ れ 新） 提出 「 検 査を 行

わ な く とも臨 床 症 状で 新型 コ ロ ナウ イル ス 感

染 者 と 診断し て よ い」 との 方 針 変更 に関 す る

質 問 に 対する 答 弁 書に つい て （ 決定 ）

（ 厚 生 労 働省 ） 

◎ 法律 案

 ○ 沖 縄 振興特 別 措 置法 等の 一 部 を改 正す る 法 律案

（ 決 定 ） / 内閣府本府・総務・外務・財務・ 

/ 経 済 産 業 ・ 国 土 交 通 ・ 防 衛 省 

〃 ○ 情報 通信 技 術 を利 用す る 方 法に よる 国 の 歳入 等の

納 付 に 関 す る法 律 案 （決 定）

（ デ ジ タル 庁・ 財 務 省） 

〃 ○ 福島復 興 再 生特 別措 置 法 の一 部を 改 正 する 法律 案

（ 決 定 ）          （ 復 興庁 ・財 務 省 ）

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り  

資 料
あ り

資 料
な し

〔 別 添 〕
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 ○ ２ ０ ２５年 日 本 国際 博覧 会 政 府代 表の 設 置 に関 す

る 臨 時 措 置 法案 （ 決 定）

（ 外 務 省 ・内閣 官 房 ・財 務・ 経 済 産業 省） 

〃 ○ 地球 温暖 化 対 策の 推進 に 関 する 法律 の 一 部を 改正

す る 法 律 案 （決 定 ）      （ 環境 ・財 務 省 ）

〃 ○ 防衛 省設 置 法 等の 一部 を 改 正す る法 律 案 （決 定）

（ 防 衛 省 ） 

◎ 政 令 

   ○ 民法の 一 部 を改 正す る 法 律の 施行 に 伴 う恩 給給 与

規 則 の規 定 の整 備 及 び経 過措 置 に 関す る政 令

（ 決 定）              （総 務 省 ）

◎ 人 事 

○ 中 央選 挙 管理 会 委 員の 任命 に つ き、 国会 の 議 決に

よ る 指 名 を 求め る こ とに つい て （ 決定 ）

☆ 元 宮崎 県 公立 学 校 長嶋 田茂 夫 外 ２５ ８名 の 叙 位又

は 叙 勲 等 に つい て （ 決定 ）

◎ 報 告 

   ☆ 令和３ 年 度 第３ ・四 半 期 に締 結さ れ た 無償 資金 協

力 に 係る 取 極に つ い て        （外 務 省 ）

◎ 配 布 

☆家 計調 査 報 告 （総 務省 ） 

☆山 口県 知 事 選挙 結果 調 （ 同上 ） 

〔 ○ 署 名あ り ☆ 署 名な し〕

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し

資 料
あ り
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令和４年 

２月８日 

 

◎ 一 般 案件 

   ○無 償資 金 協 力に 係る 取 極 の締 結（ 令 和 ３年 度第 ６

次 取 りま とめ 分 ） 等に つい て （ 決定 ）（ 外 務 省） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕 

 

（ 火 ）   件 名 外 案 件 

資 料  
な し  
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